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（2）

■
新
資
源
管
理
制
度
の
導
入
促
進

漁
獲
高
の
増
大
の
た
め
、
え
び
か
ご
漁
に

お
け
る
モ
デ
ル
実
証
を
推
進�

〇
・
一
億
円

■
食
を
活
か
し
た
交
流
人
口
の
拡
大

農
家
レ
ス
ト
ラ
ン
、直
売
所
等
の
支
援（
農

商
工
、
観
光
分
野
と
の
連
携
に
よ
る
交
流

拡
大
）�

〇
・
五
億
円

新
成
長
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推
進
に
よ
り
見

込
ま
れ
る
経
済
的
効
果
（
試
算
値
）

（
平
成
二
三
～
平
成
二
五
実
施
分
）

�

約
一
、
三
五
〇
億
円

　
　
◆
投
資
事
業
の
ポ
イ
ン
ト

　

老
朽
化
が
進
む
橋
梁
や
ト
ン
ネ
ル
等
の
公

共
土
木
施
設
や
、農
業
水
利
施
設
等
の
維
持
・

修
繕
を
適
切
に
行
い
、県
民
の
皆
様
が
安
全
・

安
心
に
暮
ら
す
こ
と
の
で
き
る
基
盤
を
し
っ

か
り
と
守
る
。　

ま
た
、
適
正
な
受
発
注
の

促
進
と
労
務
単
価
の
改
善
を
図
る
。

■
新
潟
医
療
人
育
成
セ
ン
タ
ー
の
整
備

�

五
一
〇
百
万
円

■
魚
沼
地
域
医
療
セ
ン
タ
ー
の
整
備

�

三
〇
百
万
円

■
若
手
医
師
の
海
外
留
学
研
修
の
支
援

�

八
百
万
円

■
看
護
職
員
養
成
の
推
進�

一
二
六
百
万
円

▼
平
成
二
五
新
成
長
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

■
新
成
長
分
野
の
設
備
投
資
の
拡
大

あ
ら
た
な
成
長
が
期
待
さ
れ
る
分
野
の
設

備
投
資
に
マ
イ
ナ
ス
金
利
制
度
で
支
援
す

る�

二
八
・
八
億
円

■
新
潟
米
付
加
価
値
向
上

新
潟
米
ブ
ラ
ン
ド
向
上
、
米
粉
需
要
拡
大

の
拠
点
施
設
の
整
備
支
援�

三
・
六
億
円

■
越
後
姫
の
需
要
拡
大

新
潟
フ
ー
ド
ブ
ラ
ン
ド
の
「
越
後
姫
」
の

生
産
体
制
強
化
を
支
援�

一
億
円

■
に
い
が
た
茶
豆
の
需
要
拡
大

え
だ
ま
め
の
品
質
確
保
、
生
産
体
制
強
化

に
向
け
た
栽
培
、
収
穫
、
選
別
等
の
機
械

化
を
支
援�
〇
・
四
億
円

■
越
後
杉
の
需
要
拡
大

即
納
体
制
の
強
化
支
援
と
越
後
杉
補
助
金

に
よ
る
越
後
杉
ブ
ラ
ン
ド
材
活
用
の
促
進

�

一
・
四
億
円

　
　
一
兆
二
、
五
八
六
億
円

▼
産
業
分
野
へ
の
投
資

■
再
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用

�
四
、
一
三
二
百
万
円

■
海
洋
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
開
発
促
進

�
五
百
万
円

■
日
本
海
横
断
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
構
想
調
査
研

究
費�

二
百
万
円

■
ロ
ボ
ッ
ト
ス
ー
ツ
関
連
産
業
の
創
出

�

三
二
百
万
円

■
小
型
モ
ビ
リ
テ
ィ
産
業
の
育
成�

四
百
万
円

■
航
空
機
産
業
参
入
推
進�

二
八
百
万
円

■
公
設
試
験
研
究
機
関
に
お
け
る
研
究
開
発

の
促
進�

九
六
七
百
万
円

▼
人
づ
く
り
へ
の
投
資

■
少
人
数
学
級
の
推
進 �

一
六
九
百
万
円

■
魅
力
あ
る
公
立
学
校
、
私
立
学
校
、
大
学

づ
く
り�

一
五
九
百
万
円

■
子
ど
も
医
療
費
助
成�

一
、
一
四
七
百
万
円

■
病
児
・
病
後
児
保
育
施
設
の
設
置
・
運
営

支
援�

一
三
三
百
万
円

平成 25年度当初予算の概要

平
成
二
五
年
度
一
般
会
計
の
予
算
規
模



阿
賀
野
川 

馬
下
橋
　
現
況
調
査

　

老
朽
化
が
進
ん
で
い
る
馬
下
橋
の
新
橋
建
設
に

向
け
た
、
現
況
調
査
を
実
施

牧
川
改
修
工
事

　

新
潟
福
島
豪
雨
時
に
決
壊
し
た
牧
川
を
、
本
年

度
本
格
改
修
工
事
着
手

阿
賀
野
川
咲
花
温
泉
工
区
　
築
堤
工
事

　

咲
花
温
泉
街
の
機
能
に
極
力
配
慮
し
た
築
堤
工

事
が
本
年
度
本
格
工
事
着
手

滝
谷
川
村
松
地
内
　
改
修
工
事

　

村
松
市
街
を
流
れ
る
滝
谷
川
改
修
、
本
年
は
城

跡
橋
改
修
と
上
部
護
岸
工
事
実
施

本
町
交
差
点
改
良
工
事

　

本
町
通
り(

県
道
新
津
村
松
線)

と
県
道
白
根

安
田
線
と
の
交
差
点
工
事
が
い
よ
い
よ
着
手
。
信

号
機
移
動
か
ら
道
路
工
事

（3）

一
本
杉
地
内
歩
道
整
備

　

一
本
杉
地
内
、
県
道
五
泉
安
田
線
、
広
域
農
道

交
差
点
付
近
の
歩
道
整
備
。
通
学
路
の
安
全
確
保

砂
防
工
事

　

大
藏
、
新
江
川
、
尾
白
川
の
砂
防
工
事
を
実
施

千
原
地
内
歩
道
整
備

　

県
道
新
関
橋
田
村
松
線
、
千
原
地
内
の
歩
道
整

備寺
本
地
内
歩
道
整
備

　

県
道
新
関
橋
田
村
松
線
、
寺
本
地
内
の
歩
道
整

備
。
橋
田
小
学
校
付
近
の
通
学
路
安
全
確
保

県
道
中
名
沢
刈
羽
線
拡
幅
整
備
工
事

　

県
道
中
名
沢
刈
羽
線
の
拡
幅
整
備
が
二
五
年
度

で
全
線
完
成
予
定

東
南
環
状
線
整
備
事
業

　

県
の
道
路
事
業
化
に
向
け
、
県
道
や
市
道
の
条

件
整
備
を
県
市
で
調
整
す
る

善
願
橋
補
強
改
良

　

県
道
白
根
安
田
線
の
善
願
橋
の
補
強
整
備
工
事

本
年
度
完
了
。
幅
員
確
保
で
安
全
性
向
上

早
出
川
松
野
地
内
護
岸
改
修

早
出
川
河
床
掘
削

能
代
川
下
大
蒲
原
地
内
護
岸
改
修

能
代
川
西
四
ツ
屋
地
内
他
、
床
固
め
工
事

そ
の
他

　

事
業
実
施
に
は
地
権
者
や
地
域
の
皆
様
の
ご
理

解
と
ご
協
力
が
不
可
欠
で
す
。
地
域
の
課
題
や
要

望
は
引
き
続
き
ご
相
談
願
い
ま
す
。
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太
田
川
排
水
機
場
　
ポ
ン
プ
増
設

　

現
状
６
・
２
㌧
の
排
水
能
力
を
移
動
式
ポ
ン
プ

１
・
５
㌧
を
増
設
し
て
太
田
川
流
域
の
洪
水
対
策

を
強
化
す
る
。
こ
れ
で
排
水
能
力
は
７
・
７
㌧
と

な
る
。（
国
土
交
通
省
事
業
）

荻
曽
根
川
改
修
、
月
見
橋
改
修
工
事

　

荻
曽
根
川
護
岸
改
修
と
用
地
買
収
、
月
見
橋
の

迂
回
仮
橋
設
置
後
、
月
見
橋
本
体
工
事
着
手
。
国

の
緊
急
経
済
対
策
に
よ
り
大
き
く
前
進

菅
沢
入
口
堤
付
近
、
県
道
改
修
工
事

　

県
道
新
潟
五
泉
間
瀬
線
、
菅
沢
入
口
岩
の
沢
工

区
、
県
道
拡
幅
工
事
着
手
。
狭
い
道
路
を
拡
幅

国
道
二
九
〇
号
歩
道
工
事

　

国
道
二
九
〇
号
大
蒲
原
小
学
校
か
ら
牧
集
落
ま

で
の
歩
道
整
備
工
事
に
予
算
。
通
学
児
童
の
安
全

確
保

平成 25年度の主な整備事業

新潟福島豪雨時の太田川排水機場（6.2t/s から
7.7t/s に排水能力アップ。H25 着手）

阿賀野川咲花温泉工区、流下能力を高め、防災
能力を向上させる。咲花温泉の機能と景観に配
慮した川づくりがはじまる。



小島義德事務所 〒 959-1803 五泉市下条 84-1 ホームページ : http://kojima-yoshinori.jp

TEL 0250-47-4875  FAX 0250-47-4876  E-mail: kojima@prcoc.co.jp

県政にかかわる問題は、いつでもお気軽に相談下さい。
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阿
賀
町
に
お
け
る
人
口
割
合

　

二
〇
三
五
年
に
町
の
総
人
口
は
、
現
在
の

六
六
％
に
な
る
と
推
定
さ
れ
て
い
る
。
約
三

割
強
減
る
こ
と
に
な
る
。

五
泉
市
に
お
け
る
人
口
割
合

　

二
〇
三
五
年
に
市
の
生
産
年
齢
人
口
は
、

現
在
の
七
一
％
に
な
る
と
推
定
さ
れ
て
い

る
。
約
三
割
減
る
こ
と
に
な
る
。

▼
新
潟
県
人
口
問
題
検
討
会
議
▲

外
部
有
識
者
を
含
め
た
人
口
問
題
対
策
会
議
を
開

催
し
、
人
口
減
対
策
に
つ
い
て
検
討
す
る

第
一
回　

新
潟
県
人
口
問
題
検
討
会
議
が
三
月

二
十
八
日
に
開
催
さ
れ
た
。
会
議
の
構
成
員
は
、
議

長
に
泉
田
知
事
、
副
議
長
に
北
島
副
知
事
、
庁
内
メ

ン
バ
ー
は
、
知
事
政
策
局
長
、
県
民
生
活
環
境
部
長
、

福
祉
保
健
部
長
、
産
業
労
働
観
光
部
長
、
農
林
水
産

部
長
、
教
育
長
と
い
う
主
要
メ
ン
バ
ー
。

外
部
有
識
者
に
は
、
市
町
村
を
代
表
し
て
大
平
悦

子
魚
沼
市
長
、
神
田
敏
郎
阿
賀
町
町
長
、
紙
谷
智
彦

新
潟
大
学
副
学
長
、
小
池
由
佳
新
潟
県
立
大
学
人
間

生
活
学
部
准
教
授
、
渡
邊
明
紀
新
潟
経
済
同
友
会
百

年
後
委
員
会
委
員
長
、
田
巻
清
文
一
般
財
団
法
人
新

潟
経
済
社
会
リ
サ
ー
チ
セ
ン
タ
ー
理
事
長
の
面
々
で

構
成
さ
れ
て
い
る
。

昨
年
新
潟
経
済
同
友
会
百
年
後
委
員
会
は
、
知
事

に
百
年
後
の
新
潟
県
人
口
を
三
〇
〇
万
人
を
目
指
す

提
言
書
を
提
出
し
て
い
る
。
人
口
増
に
導
く
た
め
の

プ
ロ
セ
ス
と
は
、
自
然
減
や
社
会
減
と
い
っ
た
現
象

の
背
景
に
は
、
進
学
環
境
や
経
済
環
境
に
よ
る
影
響

が
強
い
が
、
男
女
が
共
に
希
望
の
持
て
る
将
来
設
計

を
描
け
る
経
済
対
策
が
不
可
欠
。
加
え
て
男
女
の
出

会
い
の
場
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
今
後
、
更
に
世
話

焼
き
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
広
げ
、
登
録
者
と
の
出
会
い

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
計
画
し
て
行
く
。

人口減少問題の現状

五泉市　3区分人口割合 2005年 2015年 2025年 2035年

総人口数 100.0 % 92.0 % 82.4 % 72.2 %

年少人口割合（%） 13.4 % 11.2 % 9.9 % 9.4 %

生産年齢人口割合（%） 60.8 % 56.6 % 53.3 % 51.5 %

老年人口割合（%） 25.8 % 32.2 % 36.8 % 39.1 %

内75歳以上人口割合（%） 12.9 % 17.5 % 22.2 % 25.6 %

年少人口 7,611 人 5,877 人 4,626 人 3,881 人

生産年齢人口 34,647 人 29,658 人 25,034 人 21,165 人

老年人口 14,701 人 16,900 人 17,296 人 16,091 人

五泉市総人口数 56,959 人 52,435 人 46,956 人 41,137 人
参考資料　新潟県自治研究センター資料　国立社会保障・人口問題研究所データ参照　

阿賀町　3区分人口割合 2005年 2015年 2025年 2035年

総人口数 100.0 % 84.3 % 68.8 % 56.3 %

年少人口割合（%） 10.9 % 9.8 % 9.1 % 9.2 %

生産年齢人口割合（%） 50.0 % 46.7 % 44.7 % 43.8 %

老年人口割合（%） 39.1 % 43.5 % 46.2 % 46.9 %

内75歳以上人口割合（%） 20.3 % 28.2 % 30.6 % 33.1 %

年少人口 1,607 人 1,215 人 923 人 764 人

生産年齢人口 7,342 人 5,787 人 4,518 人 3,630 人

老年人口 5,750 人 5,390 人 4,673 人 3,884 人

阿賀町総人口数 14,699 人 12,392 人 10,114 人 8,278 人
参考資料　新潟県自治研究センター資料　国立社会保障・人口問題研究所データ参照　


